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岩手県の現状

岩手県の悩み

人口減少

県民所得の伸び悩み

製造業の不振

厳しい雇用環境

岩手県の強み

広大な県土と豊かな自然

１００％を超える食料受給率

誘致企業が製造業の重要な位
置を占める

大学発ベンチャーは全国上位

［岩手県のデータ］
人口：１３４万人（Ｈ２１年１０月）
（昭和６０年：１４３万人から▲９万人）

県民所得：２，３８３千円（Ｈ１９年度）
（全国平均２，９３４千円）

製造品出荷額前年比減少した主な
業種：

 

（Ｈ２０年）

電子▲３９６億円、情報▲３４３億円、
輸送▲３１６億円

有効求人倍率：０．３４倍（Ｈ２１年）
（全国平均０．４７倍）

県の面積：１５，２７８．８６ｋ㎡
（北海道に次ぐ全国２位の広さ。森林
面積は７７％を占める）

食料自給率：１０４％（Ｈ１９年度）
（全国平均４０％、カロリーベース）

製造業に占める誘致企業：（Ｈ１９年）
出荷額：１７，２７４億円（６５．６％）

従業員数：５２千人（５０．５％）
大学発ベンチャー数：（Ｈ２０年度）
１大学あたり企業数４．８社
（全国平均２．４社、本県全国６位）
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岩手大学の取組み

国立大学法人化を契機として

• 自律経営

• 特色ある大学

“役に立つ” “貢献する”から

地域づくりに踏み込む

⇨ ⇨ 「岩手の大地と人と共に」

地域の知の府、知の拠点として
生涯教育

地域課題の解決

企業との共同研究、技術指導・提供

自立し、活力ある地域づくりへの提言と実
践

地域で回す

“知的創造サイクル“ の確立

地域産学官民金協働の取組（平成16年4月

 

正門前に設置）

• 地域に根ざした大学
 

へ



4

・地域社会の発展に貢献する

・健全経営に徹する

岩手銀行の取組み

経 営 理 念

長 期 ビ ジ ョ ン

「東北で最高のクオリティとそれにふさわしいスケールをもつ銀行」

～地域経済の活性化のために～

地域の発展なくして当行の発展もありえないとの強い自覚をもち、地域経済活性化のための取組みを進めている。地域の発展なくして当行の発展もありえないとの強い自覚をもち、地域経済活性化のための取組みを進めている。

～リエゾン－Ｉ

 
設立前の産学官連携の取組み～

産学官連携組織「岩手ネットワークシステム（ＩＮＳ）」に地元金融機関として

唯一参加していた。

大学発ベンチャ－企業の設立や県内企業の新たなビジネス
 創出のため、大学のシ－ズと県内企業等とのニ－ズをマッチ
 ングさせる新たな組織作りを模索していた。

中期経営計画中期経営計画

「Ｖ－ＰＬＡＮ～新たなる挑戦～」「Ｖ－ＰＬＡＮ～新たなる挑戦～」

（平成２１年４月～平成２４年３月）（平成２１年４月～平成２４年３月）
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リエゾンーＩ設立の背景と目的

• 学のシーズと金融機関の企業データとの連動による新たな
 ビジネスの創出を図ることで岩手大学と岩手銀行が一致

大学：企業情報による最適企業とのマッチングと事業化支援による知的

 財産の活用

銀行：研究成果活用による顧客企業の新たなビジネスチャンスの創出

• ベンチャー創出のため、ベンチャー支援に強い日本政策投
 資銀行の参加を要請

• 銀行から共同研究企業への助成金の提供による、事業化の
 ための支援

• 平成16年5月、「いわて産学連携推進協議会（リエゾンーＩ）」
 を設立
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岩手医科大学

県内公設試験
研究機関

東北農業研究
センター

一関工業
高等専門学校

岩手県立大学

岩 手 大 学

地域産業の活性化
地域雇用の創出

盛岡信用金庫

東 北 銀 行

北日本銀行

岩 手 銀 行

日本政策投資銀行

秘密保持

孵化

リエゾンリエゾン―Ⅰ―Ⅰ

新事業
ベンチャー
創出

助
成

 金
融
支
援

 企
業
情
報

マ
ー
ケ
ッ
ト
情
報

 ベ
ン
チ
ャ
ー
支
援

平成１８年７月、地域全体のネットワークとして取り組むため、オール岩手の研究機関と

 金融機関の取組へと拡大

【参画機関】
研究機関：岩手大学、岩手県立大学、岩手医科大学、一関工業高等専門学校、東北農業研究センター、

 岩手県工業技術センター、岩手県農業研究センター、岩手県林業技術センター、岩手県水産

 技術センター、岩手生物工学研究センター
金融機関：岩手銀行、日本政策投資銀行、北日本銀行、東北銀行、盛岡信用金庫

リエゾンーIの組織拡大
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・研究シーズ集の発行

県内10研究機関の研究シーズを冊子にとりまとめ、金融機

 関が購入して顧客企業に紹介、

 

ＨＰ上でも公開

・マッチング

金融機関の行員が研究シーズ集を持参し、企業等に紹介

・イベントの開催

「リエゾンーＩマッチングフェア」の開催

・リエゾンーＩ研究開発事業化育成資金の贈呈

【研究シーズ集】

大学側から一方的に発信する

 
シーズ集ではなく、企業側から

 
の視点に立った使いやすい

 
シーズ集の作成に努めている。

リエゾンーIの活動
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「雷でキノコ豊作」本当だった - サイエンス

 

4月12日(月)16時5分～14日(水)12時47分

落雷でキノコの収穫量が増加

 日本では古くから落雷でキノコが豊作になるという言い伝えが信じ

 られており、農家は農地への嵐の到来を歓迎してきた。そして現在、

 この伝承に科学的根拠を与える研究が進んでいる。日本食に欠か

 せない食材であるキノコは、実際に落雷によって数が増えるという。

（ナショナルジオグラフィック

 

公式日本語サイト）

人工の稲妻を照射した原木

 
から生えるシイタケ。

マッチング事例：
 

雷キノコ
～ナノ秒パルス高電界のキノコ増産～

• H18 リエゾンーＩマッチングフェアで企業3社と出会う

• H19 うち２社と共同研究を開始

• 中小企業育成ファンド、JSTニーズ即応型等の資金を獲得して実用化研究を推進

テレビでは、これまで７回（５回は全国放送、２回は宮城テレビとNHK県内）

ラジオ放送 ３回（うち１回はNHK国際ラジ オで81ヶ国で放送 ）

新聞での掲載 １０回（他に、雑誌２回；ウエッジ、小学生アエラ）

•H22 群馬県の企業とも共同研究開始

全国から
問い合わせ

海外からも
問い合わせ

http://zasshi.news.yahoo.co.jp/article?a=20100412-00000000-natiogeo-int
http://headlines.yahoo.co.jp/hl
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新事業
ベンチャー

創出

シーズ

金融機関からのファンドの提供

研究開発事業化育成資金のイメージ図

地域産業の活性化
地域雇用の創出

金 融 機 関 民 間 企 業

ニーズ

研究開発事業化育成資金

ニーズ ニーズ

連
携
連
携

大学・研究機関

シーズ
マッチング

シーズ

リエゾンー

 
Ｉ

「リエゾン－Ｉ研究開発事業化育成資金」

平成１６年１１月１日

ⅰ．県内企業の技術開発・商品開発のニーズと

 
大学が有する高度な技術研究シーズを共同

 
研究等を通じマッチングさせることにより、中

 
小企業の｢高付加価値｣を通じて｢事業の多角

 
化｣や｢新たなビジネス創出｣を積極的に支援

 
するもの。

ⅱ．この育成資金を呼び水として、大学にある「

 
事業の芽」「技術の種」を県内企業が事業化

 
に向けて研究開発に積極的に取り組むことを

 
期待するもの 。

これまで７回、延べ３６社４７，５００千円の
贈呈を行っている。

総額２０百万円、１社上限２百万円

（Ｈ１７年～Ｈ２０年度）

※Ｈ２１年度は総額１０百万円、１社上限１百万円

橋渡し

名 称

創 設 日

創 設 目 的

贈 呈 実 績

贈呈金額上限



10

育成資金贈呈までの流れ

［基準］
研究機関との共同

研究により「事業の多
角化」や「新たなビジ
ネスの創出」につなが
ること。
育成資金を提供する

ことにより、事業化に
向けた取組みを促す
ことが出来ること。

贈呈候補先募集

［申請書類］
育成資金申請書
新事業の概要
事業計画書
取得特許等
財務諸表
会社案内
製品等パンフレット

申請の受付

［評価機関］
東北大学
産業総合研究所

［評価内容］
研究開発の重要性
新規性・優位性
実現の可能性
期待成果の妥当性

技 術 評 価

［金融機関協議］
総合評価に基づき、

贈呈先の選定を行う。
各金融機関の機

関決定後、正式に贈
呈先が決定となる。
［資金拠出準備］
金融機関負担割

合で資金を拠出。

贈呈企業決定

［贈呈式開催］
参画機関のうち

岩手銀行は頭取、
岩手大学は学長が
出席して開催。
［対外公表］
地元新聞社、経

済誌の取材を受け、
企業の取組みを広
くＰＲする。

贈 呈 式

［審査委員］
県と共同設置する

「いわて研究開発評
価委員会」が審査。
［審査内容］
プレゼン（１０分）。
質疑応答（１０分）。
技術評価を加味し

た総合評価を実施。

審 査 会

［プレゼン練成会］
企業代表者と共同

研究機関研究員が
参加。
本番同様の発表を

行い、支援機関コー
ディネーターや金融
機関がアドバイスを
行う。

ブラッシュアップ
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育成資金の実績①（贈呈先数と金額）

年度 回 贈呈日 先数 総額総額 内訳

１７年度

第１回 H17.6.30 ４社 ６．０百万円 ２Ｍ１社、１．５Ｍ２社、１Ｍ１社

第２回 H17.12.26 ４社 ６．５百万円 ２Ｍ２社、１．５Ｍ１社、１Ｍ１社

１８年度

第３回 H18.7.14 ４社 ５．０百万円 １．５Ｍ２社、１Ｍ２社

第４回 H19.2.26 ５社 ７．５百万円 １．５Ｍ５社

１９年度 第５回 H19.10.30 ４社 ５．０百万円 １．５Ｍ２社、１Ｍ２社

２０年度 第６回 H21.2.19 ７社 １１．５百万円 ２Ｍ２社、１．５Ｍ５社

２１年度 第７回 H22.2.24 ８社 ６．０百万円 １Ｍ４社、０．５Ｍ４社

合計 ３６社 ４７．５百万円４７．５百万円
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第７回（平成２２年２月２４日）贈呈先の事例

育成資金の実績②（直近の事例）

候補先
（共同研究機関）

事業計画名 贈呈金額 贈呈事由

1
㈱エヌワイエス
（岩手大学）

牛の体外受精方法システム化による、受精卵の低コスト・量
産技術の開発 １００万円

生体内卵子回収、体外受精、培養法は、それぞれ確立された技術ではある
が、３つのシステム化に新規性が認められる。畜産農家の安価且つ欲しい血
統入手のニーズは高く、事業化への実現性は高い。

2
東和食品㈱
（県工業技術センター）

岩手産昆布の付加価向上を目指した「削り昆布」生産に向け
た生産設備の開発 １００万円

北海道産に比べ肉薄な岩手県産昆布の欠点を克服する技術であり、新規性
が認められる。試作品は食味も良く、地域資源を活用した事業として、事業化
への実現性は高い。

3
㈱宮守砕石工業所
（岩手大学）

カンラン岩採石時に生じる未利用の残材「レルゾライト」粉末
の農業資材への活用 １００万円

未利用の資源を活用した事例で、酸性土壌改良剤試験の評価も高い。カドミ
ウム汚染土壌への活用など、用途拡大も期待できることから、事業化への実
現性は高い。

4
㈱東亜エレクトロニクス
（岩手大学）

分子接着技術を活用した携帯電話等小型情報用家電部品
の開発 １００万円

分子接着技術の新応用技術であり、情報家電製品のみならず、自動車関連
部品、光学機器部品等、広い応用展開が期待できることから、事業化への実
現性は高い。

5
㈲ライトム
（県工業技術センター）

3次元微細加工技術を用いた医療用ＭＲＩ拡散強調画像向け
メンテナンス用のファントム（医療用模型）の開発 ５０万円

脳梗塞診断には拡散強調（水分子の拡散程度を計測した）画像が有効である
とされている。その精度を維持するための高度な品質管理に必要とされている
技術であり、実現の可能性は高い。

6
㈱釜石電機製作所
（岩手大学）

廃棄される牡蠣貝殻と酸化チタンを複合した高性能光触媒
の開発と塗布技術の実用化 ５０万円

廃棄物として問題となっている牡蠣殻を有効活用できるなど環境対策上、有
効な技術開発であり、消臭・抗菌を必要とする工業、住宅等、様々な用途に応
用が期待できることから、実現性は高い。

7
㈲アイエス・エンジニアリング
（県工業技術センター）

プラスチックレンズ等精密プレス加工品の品質向上を目指し
た金型位置ズレ検出センサーの開発 ５０万円

金型分野において特に高精度が要求される光学レンズや光コネクター製造に
効果が期待できるほか、橋梁や建築物など広く用途が展望できる製品開発と
して、事業化が期待できる。

8
㈱東光舎
（岩手大学）

脳外科や眼科等の超微小外科手術での利用を目指した超
精密作業用ピンセットの開発 ５０万円

脳外科・眼科領域をはじめとする多くの分野において、超先細の先端部を有す
るピンセットのニーズは高く、事業化の可能性の高い研究開発である。

６００万円贈呈額合計
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（平成２２年２月２５日

 
岩手日報）

贈呈式の様子
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ファンド支援事例①：アイカムス・ラボ

第１回（平成１７年６月３０日）贈呈
企

 

業

 

名

 

：株式会社アイカムス・ラボ（片野圭二社長）
所

 

在

 

地

 

：岩手県盛岡市
事業計画名

 

：マイクロメカニズムの開発
共同研究機関：岩手大学
計画の要約

 

：プラスチックマイクロ歯車を用いた小型減速
装置をコア技術として、各種マイクロメカニ
ズムとその応用製品を開発する。

贈 呈 金 額 ：１５０万円

フルタイムマニュアル機構
オートフォーカスとマニュアルフォーカスを
スイッチ切り替えることなくピント調整可能

特徴

2入力1出力機構

大手交換レンズ大手交換レンズ
メーカーが採用しメーカーが採用し
製品化なる製品化なる

測量機、試験機械等でも製品化

医療機器関連や農業機械関連へ
応用展開を計画している。

売上げ：1.8億円
（今期2.1億円予定）

従業員：19名
2013年上場を目指す！
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ファンド支援事例②：月の輪酒造店

第６回（平成２１年２月１９日）贈呈
企

 

業

 

名

 

：有限会社月の輪酒造店（横沢大造社長）
所

 

在

 

地

 

：紫波郡紫波町
事業計画名

 

：新品種「モチ性ヒエ」を用いた醸造酒の開発
共同研究機関：岩手大学、岩手県工業技術センター
計画の要約

 

：世界で初めて育種されたモチ性ヒエ「長十郎」を用いた新しい醸造酒
の製造を行う。

贈

 

呈

 

金

 

額 ：１５０万円

平成２１年１０月平成２１年１０月
製品発売製品発売
初年度は初年度は

限定６００本限定６００本

贈呈資金を活用した
設備投資（絞り機）で
製品化が実現した
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ファンド支援事例③：エイワ

第６回（平成２１年２月１９日）贈呈
企

 

業

 

名

 

：株式会社エイワ （佐々木正治社長）
所

 

在

 

地

 

：釜石市
事業計画名

 

：小ロット・短納期に対応した生体用Ｎi
フリーCo-Cｒ-Mo合金等の製造方法の
確立と事業化

共同研究機関：岩手県工業技術センター
計画の要約

 

：生体用ＮiフリーCo-Cr-Mo合金等の製造
方法と小ロット溶解・鍛造一貫生産 技術

を併せて確立し、他の大手メーカーでは
不可能とされる小ロット及び短納期を目
指す。

贈

 

呈

 

金

 

額 ：１５０万円

溶解したインゴット

 

 製作中の棒材

文部科学省「都市エリア産学官連携促
進事業」の成果

Ｈ２２年３月新工場竣工

現在、３名の社員が事業化に取り組む

2020年に20名に増員予定
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(株)エイワの新聞記事

平成２２年４月１日

日刊工業新聞
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成果と課題

成果

1. オール岩手の研究機関と地域金融機関との本格的な連携

2. 競合関係にある金融機関が地域貢献の理念を共有し、資
 金を提供

3. 共同研究成果が製品化・事業化まで加速

4. ベンチャー企業の成長促進につながった

課題

1. 金融機関行員の産学官連携意識の向上

2. 研究機関側の産学官連携意識の深化

3. 育成資金受賞企業の事業化に向けた更なる支援
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今後の展開

1. ３ｒｄ
 

Ｓｔａｇｅに向け、成果のより輝く連携システムへ

より社会・企業のニーズを意識したマッチング、共同研究へ

学金連携による、研究成果から製品化・産業化に向けたシー
ムレスな支援

首都圏など他地域との積極的な連携

2. 参加金融機関行員のコーディネート能力向上のための
 実践研修

3. 複数の研究機関、企業コンソーシアムによる地域資源
 活用研究の企画・推進
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御清聴いただきありがとうございました
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•
 

岩手大学工学部若手教員が呼びかけて組織した岩手県の産学
 官交流組織(任意団体、工学部に事務局)

•
 

Ｓ６２年から自主的に交流し、Ｈ４年３月に組織化

•
 

基本は個人資格で参加

•
 

会員１145名（産571名、学233名、官341名）

⇒個人会費１千円、法人会費１口１万円

•
 

公開講演会、公開講義、研究成果展示会、

産学官交流会、企業講座など

•
 

４２の研究会（共同研究の企画・実施）

•
 

岩手大学地域連携推進センターと連携して活動

岩手ネットワークシステム(INS)

【参考資料１】
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いわて未来づくり機構

○

 
呼びかけ人会議の開催（2007.7.9）

達増岩手県知事、永野岩手県商工会議所連合会会

 長及び平山岩手大学長の3名が岩手づくりのための

 組織連携を呼びかけ
○

 
いわて未来づくり機構の設立（2008.4.24）

岩手県内の産学官の団体57団体が参加して設立

【いわて未来づくり機構とは】
産、学、官の各セクターが連

 携し、県民生活に関わる幅広い

 課題の解決に向け、岩手の智慧

 と行動力を結集する場。

ラウンドテーブルでは、各セ

 クターのトップ７名が岩手の将

 来ビジョンや実現に向けての方

 策などを議論。

その結果をメンバー全体で共

 有し、課題解決に向け、作業部

 会を立ち上げるなど、実現に向

 け具体的に行動する組織体。

【検討テーマ】
☆

 

当面の検討テーマ
◇主テーマ：地域の自立と活性化
◇サブテーマ（作業部会で検討）
①

 

一次産品の高機能化
②

 

産業基盤の集積と強化
③

 

岩手ブランドの国内外展開
④

 

地域力を支える人材の育成
⑤

 

医療と福祉体制の整備・充実

作業部会作業部会

組織

機構参加の
組織を表す

いわて未来づくり機構＝組織のネットワークいわて未来づくり機構＝組織のネットワーク

ラウンドテーブル

共同代表

意
見

情
報
発
信

情
報
共
有

【参考資料２】
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